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本県現行計画の取組状況について 
 

国方針 本県現行計画 
基本施策 

評価 
（Ａ～Ｄ） 

主な成果と課題 
検証シ

ート掲

載頁 
指標 

Ｒ５ 
（基準値：Ｒ１） 

*…基準値がＲ２のもの

目標値 

グローバル化
する社会の持
続的な発展に
向けて学び続
ける人材の育
成 

5 確かな学びを育む教育の充実 

Ｂ 

全国学力・学習状況調査の結果を見ると、こ
こ数年全国平均と同程度で推移しており、令和
６年度は、小・中ともに 100.0 となっている。
しかし成果指標の達成までには至っていないた
め、引き続き市町教育委員会と連携を図りなが
ら、事業を更に推進していく必要がある。 

  幼小カリキュラム接続事業を実
施している市町数 

20 市町 
（17 市町*） 

25 市町 

  「全国学力・学習状況調査（文
部科学省）」の「教科に関する
調査」の各教科の標準化得点の
平均値 

小６ 国・算 100.0 
（99.5） 

中３ 国･数･英 99.3 
（99.7） 

平均値が 100
を上回る 

9 
  

社会に参画する力を育む教育の充実 

Ｃ 

現実社会の課題に関わる学習など、社会的事
象等を自分事として考えることをとおして、児
童生徒の主権者意識を醸成するとともに、県の
事業では、地域の課題解決に向け、地域への愛
着を育む機会の充実を図ってきたが、指定校以
外の高等学校への成果の普及が課題である。 

 様々な社会問題について、生徒
が自分のこととして捉え、社会
参画力を育むことを目標とする
教育活動を計画・実施している
高等学校の割合 

52.9％ 
(H30 39.6％）

85％ 

10 
  

キャリア教育・職業教育の充実 

Ｃ 

生徒一人一人が主体的に学ぶ体験活動を取り
入れたキャリア教育を推進している高等学校の
割合は、感染症の影響もあったが、昨年、今年
と数値は伸びている。知的障害特別支援学校高
等部の職業教育に係る指導マニュアルに生徒の
主体的な取組を促す指導の要点を加えるなどの
改善を行い、指導の充実を図った。  

 生徒一人一人が主体的に学ぶ体
験活動を取り入れたキャリア教
育を推進している高等学校の割
合 

69.0％ 
（57.6％） 

100％ 

12 より高度な世界・広い世界に触れる機会の充実 

Ｂ 

留学や海外との交流等を実施した高等学校の
割合が増加の傾向にあり、令和６年度における
「県立学校短期留学支援事業」及び「高校生短
期留学プログラム支援事業」には合計 12 団体
計 260 名が参加する予定。留学経験者による報
告会等の開催が実施できず、高校生への成果普
及ができなかったことが課題である。  

  留学や海外とのオンラインを通
じた交流や研修等を実施した高
等学校の割合 

45.0％ 
（33.9％） 

65.0％ 

  

Ａ…順調に進捗している 

Ｂ…概ね順調に進捗している 

Ｃ…やや遅れている 

Ｄ…遅れている 


資料６
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国方針 本県現行計画 

基本施策 
評価 

（Ａ～Ｄ） 
主な成果と課題 

検 証 シ

ー ト 掲

載頁 
指標 

Ｒ５ 
（基準値：Ｒ１） 

*…基準値がＲ２のもの

目標値 

誰一人取り残
さず、全ての
人の可能性を
引き出す共生
社会の実現に
向けた教育の
推進 

2 人権尊重の精神を育む教育の充実 

Ｃ 

人権や人権教育に関する研修を実施し、教職
員の人権意識の高揚を図るとともに、児童生徒
向けの啓発資料等を作成・配布し、児童生徒の
人権意識の高揚を図った。系統的な人権教育の
推進や授業の工夫・改善を目指し、校内体制の
さらなる充実を図る。  

  「自分にはよいところがあると
思う」と答える児童生徒の割合 

小６ 85.4％ 
（83.1％） 

 
中３ 82.5％ 
（78.4％） 

100％を目指す 

3 特別支援教育の充実 

Ｂ 

学校の取組への支援や研修の実施等により、
教員の実践的な指導力の向上が図られたが、指
導力等の状況には差異がある。また、支援情報
の引継ぎに係る好事例の周知等により、次の学
校段階等との連携の重要性や引継ぎの必要性の
理解が進んだが指標の達成は難しい状況。  

    中・義務教育学校において、個
別の教育支援計画を作成し、高
等学校等へ進学した生徒のう
ち、引継ぎを実施した割合 

79.5％ 
（65.0％） 

100％ 

4 多文化共生に向けた教育の推進 

Ｃ 

日本語指導が必要な外国人児童生徒に対す
る、小・中・義務教育学校における特別の教育
課程の編成・実施の割合については、基準値と
ほぼ変わっていない。帰国・外国人児童生徒が
増加している現状を踏まえ、各学校における特
別の教育課程の編成・実施を含めた更なる指導
の充実が望まれる。 

  小・中・義務教育学校における
日本語指導が必要な外国人児童
生徒のうち、「特別の教育課
程」による日本語指導を受けて
いる割合 

79.2％ 
（78.1％*） 

100％ 

6 豊かな心を育む教育の推進 

Ｂ 

高等学校における読書活動を推進するリーダ
ーとして、読書コンシェルジュを育成・任命
し、各校における読書活動を推進するなど、同
世代への読書への関心を高めることができた
（R3～R6 任命者数：206 名）。不読率につい
ては、基準値から横ばいの状態が続いている。 
 
 
 
 
 
 
  

    １か月に１冊も本（まんが・雑
誌を除く。）を読まない児童生
徒の割合（不読率） 

小 6.3％ 
（7.4％） 

 
中 14.8％ 

（16.1％） 
 

高 49.5％ 
（49.9％） 

5％以下 
 
 

14％以下 
 
 

40％以下 
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国方針 本県現行計画 
基本施策 

評価 
（Ａ～Ｄ） 

主な成果と課題 
検 証 シ

ー ト 掲

載頁 
指標 

Ｒ５ 
（基準値：Ｒ１） 

*…基準値がＲ２のもの

目標値 

7 健やかな体を育む教育の充実 

Ｂ 

令和５年度の体力合計点では小５女子、中２男
女とも全国平均値を上回り、小５男子において
も全国平均値との差が縮まるなど、児童生徒の
体力は緩やかに向上しているが、授業以外の運
動時間が 0 分の児童生徒の増加など、運動をす
る子としない子の二極化が見られる。また、食
習慣については、朝食を欠食する児童生徒の割
合が依然として増加傾向にある。 

  新体力テスト体力合計点の本県
平均値と全国平均値の差 

小５男▲0.47 点 
（▲1.17 点） 
小５女 0.58 点 
（▲0.10 点） 
中２男 0.47 点 
（▲0.37 点） 
中２女 1.49 点 

（0.35 点） 

男女とも全国平
均値を上回る 

  
  

 ・朝食を「あまり食べていな
い」「全く食べていない」割合
（小６・中３）朝食を「全く食
べない」割合（高３） 

小６ 5.4％ 
（3.7％） 

中３ 7.4％ 
（5.4％） 

高３ 7.2％ 
（5.3％） 

０％を目指す 

8 自己指導能力を育む児童・生徒指導の充実 

Ｂ  

児童・生徒指導推進中央研修会等を通じて、

学業指導の周知・啓発等に取り組むとともに、

学業指導応援チーム派遣事業を実施し、各学校

の取組等について指導助言をした。教職員の指

導力が向上し、基準値から増加したが、十分と

は言えない。 

  

 
  

 「あなたの学級では、学校生活
をよりよくするために学級会で
話し合い、互いの意見のよさを
生かして解決方法を決めている
と思いますか」の質問に対し
て、「当てはまる」と回答した
児童生徒の割合 

小６ 39.0％ 
（36.0％） 

中３ 37.8％ 
（35.3％） 

増加を目指す 

14 いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会を契機としたスポーツの推進 

Ｃ 

令和６（2024）年度の国スポでは目標の 10
位台に及ばなかったものの、24 競技中６競技
８種目で第１位、66 種目で入賞した。また、
とちぎ国体等を契機としたスポーツへの関心の
高まりもあり、スポーツ実施率は上昇傾向にあ
るものの、家事や子育て等で忙しい 30 代の実
施率が低い状況である。 

     国民体育大会での天皇杯・皇后
杯の順位 

天皇杯 16 位 
（18 位*） 

皇后杯 19 位 
（26 位*） 

2022 年天皇杯皇

后杯獲得、その

後も 19 位以内  

   成人の週１日以上のスポーツ活
動実施率 

52.8％ 
（53.5％） 

65％ 
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国方針 本県現行計画 
基本施策 

評価 
（Ａ～Ｄ） 

主な成果と課題 
検 証 シ

ー ト 掲

載頁 
指標 

Ｒ５ 
（基準値：Ｒ１） 
*…基準値がＲ２のもの

目標値 

地域や家庭で
共に学び支え
合う社会の実
現に向けた教
育の推進 

9 社会に参画する力を育む教育の充実（再掲） 

Ｃ 

現実社会の課題に関わる学習など、社会的事
象等を自分事として考えることをとおして、児
童生徒の主権者意識を醸成するとともに、県の
事業では、地域の課題解決に向け、地域への愛
着を育む機会の充実を図ってきたが、指定校以
外の高等学校への成果の普及が課題である。 

     様々な社会問題について、生徒
が自分のこととして捉え、社会
参画力を育むことを目標とする
教育活動を計画・実施している
高等学校の割合 

52.9％ 
（H30 39.6％） 

85％ 

11 ふるさとの自然・歴史・伝統・文化等を学ぶ機会の充実 

Ｂ 

「とちぎふるさと学習資料集（デジタルブッ
ク版）」の活用を促進することができた。学習
したことを生かして、ふるさと“とちぎ”の魅
力を発信したり、課題の解決に向けて取り組ん
だりする機会の充実に努める。 
（とちぎふるさと学習資料集活用実績 
 Ｒ３:95.6％ Ｒ４:93.3％ Ｒ５:92.2％）  

    フェイスブック「体感!!とちぎ
の文化財」ページのコンテンツ
を見たユーザー数（累計） 

2,756,584 件 
（1,200,939 件） 

3,511,000 件 

13 県民一人一人の生涯学習への支援 

Ｃ 

とちぎ県民カレッジの登録機関数、登録講座
数とも増加し、県民に様々な学習機会を提供し
た。なお、県政世論調査においては生涯学習に
取り組む県民が増えたという結果を得ており、
引き続き県民の学習機会を充実させ、生涯学習
に取り組む県民を増やしていく。 

生涯学習をしたことがある県民の割合（県政
世論調査） R2:52.8％→R6:59.6％  

  とちぎ県民カレッジ年間受講者
数（累計） 

106,297 人 
（74,229 人） 

420,000 人 

18 家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進 

Ｃ 

学校と地域の連携・協働に関するモデル事業
を実施し、連携・協働のノウハウをまとめたハ
ンドブックを作成するとともに、周知に努めた
が、市町によって取組に差が見られるため、そ
れぞれの実情に合わせた支援を充実させる必要
がある。 

Ｒ６小・中・義務教育学校における地域学校
協働本部カバー率：73.0％  

   小・中・義務教育学校における
地域学校協働本部カバー率 

64.5％ 
（65.0％*） 

80％を上回る 

19  魅力ある県立高校づくりの推進  （指標なし）  

Ｂ 

 第二期高校再編計画に基づく学校の統合や男
女共学化、それに伴う施設整備など、魅力と活
力ある県立高校づくりを進めたほか、「STEAM
教育推進事業」などを通して、地域等と連携・
協働した探究的な学びを推進した。今後も、県
立高校の一層の特色化・魅力化を進めていく。    
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国方針 本県現行計画 
基本施策 

評価 
（Ａ～Ｄ） 

主な成果と課題 
検証シ

ート掲

載頁 
指標 

Ｒ５ 
（基準値：Ｒ１） 

*…基準値がＲ２のもの

目標値 

教育デジタル
トランスフォ
ーメーション
（DX）の推進 

5 確かな学びを育む教育の充実（再掲） 

Ｂ 

全国学力・学習状況調査の結果を見ると、こ
こ数年全国平均と同程度で推移しており、令和
６年度は、小・中ともに 100.0 となっている。
しかし成果指標の達成までには至っていないた
め、引き続き市町教育委員会と連携を図りなが
ら、事業を更に推進していく必要がある。  

  「全国学力・学習状況調査（文
部科学省）」の「教科に関する
調査」の各教科の標準化得点の
平均値 

小６ 国・算 100.0 
（99.5） 

中３ 国･数･英 99.3 
（99.7） 

平均値が 100
を上回る 

15 学校教育の情報化の推進 

Ｃ  

ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、端末や
ネットワークなどの環境整備を行うとともに、
研究校での実践事例の創出とその共有等によ
り、教員のＩＣＴ活用指導力は徐々に向上して
おり、ＩＣＴを活用した授業が展開されている
が、教員間の意識や知識の差が広がりつつあ
る。 

   ＩＣＴ活用指導力チェックリス
トの「授業にＩＣＴを活用して
指導する能力」に関する設問に
おいて、「できる」もしくは
「ややできる」と回答した教員
の割合 

78.0％ 
（72.0％） 

100％ 
(2022 年度まで
に 90％以上) 
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国方針 本県現行計画 

基本施策 

評価 
（Ａ～Ｄ） 

主な成果と課題 
検証

シー

ト掲

載頁 

指標 
Ｒ５ 

（基準値：Ｒ１） 

*…基準値がＲ２のもの

目標値 

計画の実効性
確保のための
基盤整備・対
話 

1 学校安全の徹底・充実 

Ａ 

学校管理下における負傷を伴う事故等の発生
率は基準値（2019 年発生率 4.01％）を下回
り、目標値と同水準で推移しているが、事故の
発生率を更に低減させる等、一層の取組の充実
が課題である。  

  学校管理下における負傷を伴う
事故等の発生率(国公私合計) 

3.47％ 
（4.01％） 

3.46％ 

16 教員の資質・能力の向上 

Ａ 

高校生や大学生への説明会の拡充等による教
員の魅力発信や「学校で働きたい人応援事業」
の実施による幅広い人材の発掘に努めた。 

教職経験年数に応じた研修について、研修内
容や系統性の見直しを行い、基礎的知識の理
解、実践的指導力等の更なる向上を図った。 

  県総合教育センターが実施した
研修について「自身のキャリア
ステージに応じた資質・能力の
向上に役立つ」と回答した教員
の割合 

81.1％ 
（79.2％） 

毎年度 80％を
上回る 

17 学校運営体制の充実 

Ｂ 

35 人以下学級及び少人数指導の実施により、
児童生徒一人一人の学習状況を把握しやすくな
り、きめ細かな指導が可能となった。また、外
部人材の配置拡充等により、時間外在校等時間
は減少傾向にあるが、月 80 時間を超える教員が
一定数おり、依然厳しい状況である。  

    少人数学級及び少人数指導の成
果として、きめ細かな指導につ
ながった旨の回答をした小・
中・義務教育学校の割合 

少人数学級 96.2％ 
（94.9％） 

少人数指導 98.9％ 
（97.7％） 

毎年度 95％を
上回る 

   「業務改善により、教材研究や
授業準備、児童・生徒指導に充
てる時間が増加した」と回答し
た公立学校教員の割合 

29.3％ 
（24.3％） 

50％以上 

   公立学校教員の１か月当たりの
時間外勤務時間 

46.1 時間 
（49.5 時間） 

45 時間以下 

20  学校施設・設備の整備 

Ａ 

栃木県立学校施設長寿命化保全計画に基づ
き、県立学校施設の屋根や外壁、トイレ等の計
画的な改修を実施し、安全安心な学習環境の確
保を図った。引き続き、老朽化した施設の長寿
命化対策を実施していく必要がある。   


